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令和５年度 

大熊 IC 周辺整備基本計画策定業務委託 

特記仕様書 

 

第１章 総則 

第１条 適用 

本特記仕様書は、「大熊 IC 周辺整備基本計画策定業務委託」に適用する。 

本特記仕様書に明示なき一般事項は「福島県土木部共通仕様書（業務委託編）」に基

づく。 

 

第２条 目的 

本業務は、大熊 IC 駐車場を含む大熊 IC周辺の有効活用を図り、大熊町の更なる復

興と活性化、住民の帰還や移住定住に繋げるため、大熊 IC 周辺への道の駅整備に向

けた基本計画を策定するものである。また、その実現に向けた PPP/PFI 等導入可能

性調査を実施し、事業手法等を検討するものである。 

 

第３条 管理技術者・照査技術者 

管理技術者及び照査技術者については、下記の（１）に示す条件を満たすものであり、

（２）の実績を有する者であること。 

（１）下記のいずれかの資格を有する者  

・技術士（総合技術監理部門（建設－都市及び地方計画）又は建設部門（都市及び地

方計画）の資格を有し、技術士法による登録を行っている者。  

・ＲＣＣＭ（都市計画及び地方計画部門）の資格を有し、「登録証書」の交付を受け

ている者。 

・国土交通省登録技術者：「業務：計画・調査・設計」に登録のある資格を有している

者。 

（２）平成２５年度以降公示日までに完了した業務のうち、国または地方公共団体等が

発注した以下に記載する「同種又は類似業務」のいずれかの実績を有する者（元請

けとして実施した業務。ただし、管理技術者の場合は管理技術者として従事した業

務を対象とし、照査技術者の場合は管理技術者または照査技術者として従事した業

務を対象とする。設計共同体の場合は、代表者について１件以上）。  

同種業務：PPP/PFI 導入可能性調査及び道の駅基本計画策定業務の実績を有する

こと。（同一業務でなくても可） 

類似業務：道の駅基本計画策定業務の実績を有すること。 
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第４条 履行期間 

本業務の履行期間は契約の日から令和６年３月２９日（金）までとする。 

 

第２章 業務内容 

第５条 計画概要 

１． 本計画の概要は下記のとおり 

① 検討場所：福島県双葉郡大熊町大字野上地内（大熊 IC 周辺） 

② 整備面積：未定（今年度業務にて決定） 

③ 区域区分：都市計画区域 

④ 用途地域：無し 

⑤ 建築制限：建ぺい率 60％、容積率 200％ 

 

２．道の駅に導入を予定している主な機能は下記のとおり 

①地域振興機能 

物産品等の物販施設や商業施設など 

②休憩・飲食機能 

無料で 24 時間利用可能な駐車場やトイレ、遊びの場、燃料補給施設、飲食施設

など 

③交通拠点機能 

多様なモビリティで町内をつなぐ交通結節点として必要な施設など 

④情報発信機能 

道路交通情報や町内 PRなどの情報の受発信施設など 

⑤防災機能 

災害時の一時避難場所、救護車両の活動拠点、常磐自動車道通行止め時の待機場

所として必要な施設など 

⑥ゼロカーボンの実現 

再エネ導入、省エネ化によりゼロカーボンビジョン達成に向けて各機能を支える

施設など 

 

第６条 業務内容 

１．計画準備 

業務実施にあたり、業務目的・主旨を把握した上で、業務実施に必要な事項等を

整理した業務計画書を作成するものとする。 

２．前提条件の整理 

昨年度の検討結果を踏まえるとともに、関連計画、計画地の権利関係、インフラ

整備状況、周辺地形や土地利用状況、周辺道路の交通量等、基本計画検討に必要な
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前提条件を整理する。 

３．施設規模の検討 

①必要機能と施設の検討 

昨年度検討結果を踏まえ、施設に必要となる具体的機能等を整理し、整備メニュ

ーを検討する。 

②需要予測及び施設規模の検討 

施設利用者数、利用車両台数、売上高等の試算を行い、各施設の必要規模を検討

する。各施設の必要規模を踏まえ、道の駅全体の整備範囲を検討する。 

４．施設配置計画・動線計画 

施設規模を踏まえ、物理的な視点とソフト的な視点において利用形態を踏まえた

施設配置計画及び動線計画を複数案比較検討し、最適案を決定する。 

５．住民意見の聴取 

住民や各団体の意見を計画に反映させるため、最適な方法を検討し、意見の聴取

を行う。 

６．概略設計 

①造成計画 

決定した施設配置計画を基に、建築施設、周辺道路、駐車場、敷地など整備範囲

全体の造成計画（都市計画図 1/2500）を作成する。 

② 建築レイアウト案 

建築施設内の標準的なレイアウト案を複数案比較検討し、最適案を作成する。 

③イメージパース 

鳥瞰図（イメージパース）１カットを作成する。 

７．期待される効果の整理 

大熊 IC 周辺への道の駅整備による期待される効果について、定量的・定性的観

点から整理する。 

８．PPP/PFI 導入可能性調査 

施設の整備、維持管理及び運営手法に関して民間事業者への参入意向調査を実施

し、事業手法の抽出・事業スキーム及び VMF の検討及び評価を行う。 

①前提条件の整理 

PPP/PFI 導入可能性調査の前提条件について整理する。また、周辺道の駅の整備・

管理運営手法についても整理する。 

②事業手法の比較検討 

想定される事業手法を整理し、各事業手法の比較検討を行う。 

③民間事業者への参入意向調査 

民間事業者の参入意向や導入機能・施設への要望、事業可能性などを把握する

ため民間事業者への意向調査を実施する。 
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④財政負担軽減効果（VFM）の検討 

試算にかかる条件を整理し、VFM を算定し、評価結果を整理する。 

⑤総合評価 

前項までの検討により整理した事業手法の VFM を踏まえ、民間事業者との対話

の結果を総合的に評価し、最適な事業手法を検討する。 

⑥今後の検討課題の整理 

事業の実行に向けた課題を整理し、実現に向けた方策を提案する。 

９．概算事業費等の検討 

①概算事業費 

測量・地質調査費、設計費、土地造成費、施設建設費、外構整備費等を含む概算

事業費を算定する。 

②事業スケジュールの検討 

事業者選定を含む事業全体のスケジュールを検討する。 

１０．補助制度の整理 

事業実施にあたって適用可能な補助金を整理する。 

１１．関係機関協議・資料作成 

概ねの事業範囲が確定した段階で関係機関（８機関各１回）への事前協議を行い、

必要となる手続き及び開発にあたっての留意事項を確認する。また、関係機関協議

資料の作成を行う。 

１２．基本計画取りまとめ 

検討結果を踏まえ大熊 IC 周辺整備基本計画を取りまとめる。 

１３．報告書取りまとめ 

検討結果を踏まえ報告書を取りまとめる。 

 

第７条 打合せ 

打合せは７回以上行うものとし、業務着手時及び完了時には管理技術者が出席するも

のとする。 

 

第３章 その他 

第８条 成果品の提出 

本業務の成果品は以下のものとする。 

１．報告書（紙媒体）：２部  

２．電子媒体 ：２部（ＣＤ－Ｒ等） 

３．その他発注者が指示するもの。 
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第９条 貸与資料 

本業務の貸与資料は以下のものを想定しているが、受注者は貸与した資料の取扱い

及び保管には充分注意を払い、業務終了後は速やかに返却するものとする。 

１．大熊町第二次復興計画改訂版 

２．大熊町第三次復興計画（策定後） 

３．令和４年度 大熊町土地利活用検討業務委託報告書  

４．大熊 IC 計画図 

５．その他業務履行上必要な発注者の所有する資料 

 

第１０条 協議事項 

本仕様書に定める事項について、疑義を生じた場合または、本仕様書に定めのない

事項については、発注者と受託者の協議によるもとする。 


